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Abstract 
The purpose of this paper is to consider the supporting activities of law firms and accounting 
firms in assisting start-ups and growing companies in Silicon Valley. I performed the interviews and 
literature reviews of two law firms and two accounting firms whose major works are the support of 
start-ups and growing companies. As a result, I picked up the following three points. Firstly, in Silicon 
Valley, many lawyers and CPAs, who have a lot of experiences and expertise in supporting start-ups 
and growing companies, are trying to support those companies aggressively. Secondly, with regard to 
compensation, they, especially law firms, sometimes offer discounts and fee deferrals to promising 
start-ups. Thirdly, through their wide and deep networks in Silicon Valley, they introduce 
professionals who may take executive or employee positions, VCs, angels and other professionals. 
 
要  約 
本論文の目的は、シリコンバレーにおける法律・会計専門家のスタートアップ企業および成
長企業に対する支援状況について考察を行うことである。具体的には、シリコンバレー地域に
おいてスタートアップ企業および成長企業に対する支援業務を行っている法律事務所 2 か所、
会計事務所 2 か所に対してインタビューと文献調査を行い、その結果をまとめている。その結
果、以下の 3 つの特徴を抽出することができた。 1 つ目は、シリコンバレー地域には、スター
トアップ企業および成長企業の支援業務に精通した経験豊富な法律・会計専門家が数多くおり、
積極的な支援を行っていることである。 2 つ目は、報酬の面で、法律事務所を中心に、将来性
があるようなクライアントに対しては一定期間のディスカウントや資金調達までの支払い延期
など柔軟に対応する仕組みがあることである。 3 つ目はシリコンバレー地域内での幅広くまた
深いネットワークをもとに、経営幹部や従業員になりうるような同業の専門家や、VC やエン
ジェル、あるいは他の専門家の紹介などを行っていることである。 
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 1 ．はじめに 
シリコンバレーでは、過去数多くのスタートアップ企業が事業を立ち上げ、その中から Apple、
Cisco Systems、Yahoo、Google などの有力な企業がいくつも輩出されてきている。このようにこの地
域から数多くの有力な企業が生み出されてきた要因の 1 つとして、法律・会計分野の専門家の十分な
支援体制が挙げられることが多い。そこで、この論文では、シリコンバレー地域の法律事務所と会計事
務所のスタートアップ企業および成長企業に対する支援の状況について、それぞれの専門家に対するイ
ンタビューと文献調査をもとにまとめていく。 
 
 2 ．法律事務所の支援状況 
シリコンバレー地域の法律事務所の中から、スタートアップ企業と成長企業に関連した業務で全米で
も最大級の規模である Wilson Sonsini Goodrich & Rosati の Palo Alto オフィスと、スタートアップ企
業および成長企業の支援を中心に経験豊富な弁護士が集まった中堅法律事務所である GCA Law 
Partners LLP の 2 つを選択し、その活動状況をインタビューと文献調査をもとにまとめていく。 
 
 2 ．1 Wilson Sonsini Goodrich & Rosati（以下 WSGR と記載する。）Palo Alto オフィス１） 
（ 1 ）オフィスの概要 
WSGR パロアルトオフィスには約400名の弁護士が在籍しており、クライアントの中心は、ハイテ
ク、バイオテクノロジーをはじめとするスタートアップ企業、IPO 前後の中堅企業、またそれらを支
援するベンチャーキャピタルや投資銀行などである。具体的には1980年の IPO 時点から継続したクラ
イアントであるアップルコンピューターをはじめ、ヒューレットパッカード、グーグル、フェイスブッ
クなど、上場公開企業約300社、非公開企業約3,000社とかなりの数にのぼっている。またパロアルト
オフィスが WSGR の本部となっている２）。 
（ 2 ）歴史 
1961年に McCloskey、Wilson & Mosher という名称でパロアルトにおいて設立され、その後パート
ナーの退職や新規加入等もあり、1978年から現在の名称となった。1998年から支店の設置を開始し、
2010年12月現在、ニューヨーク、ワシントン DC、テキサス、シアトル、サンフランシスコ、サンデ
ィエゴ、香港、上海の 8 か所に拠点を持っている。すべての拠点を含めた弁護士数は約650名である。 
（ 3 ）スタートアップ企業や成長企業に対する支援体制 
 ① 提供しているサービスの内容 
企業統治、資金調達などの証券業務、IPO、M&A、税務、株主代表訴訟への対応、知的財産、雇
用関係、環境問題、合弁および戦略的提携など、幅広い法務関係のサービスを提供している３）。また、
生命科学分野の法律改正、その分野の企業の資金調達の状況や業界情報また報酬システムの情報な
どをまとめた Life Science Report や、非公開企業の資金調達の情報をまとめた The Entrepreneur 
Report などを四半期ごとに発行し、クライアントへの情報提供も行っている。さらにクライアント
企業に対する各種セミナーも開催している。 
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なお、スタートアップ企業に対する業務は比較的単純で幅広い分野の相談が多く、一方で企業の
成長にともなって専門的な相談が増えてくる傾向が強い。さらに、スタートアップ企業の業務に比
重を置くことによって、WSGR の将来の大手クライアントのベース、つまりパイプラインを確保し
ていることにもなっている。 
 ② 報酬体系 
報酬についてはクライアントが支払い可能な場合は WSGR の報酬体系に基づいて支払ってもらう
ことにしている。しかし、資金的に余裕がないスタートアップ企業に対しては、各パートナーが企
業幹部の経歴や人柄、さらに事業の将来性などを判断したうえで、Fee Deferral（報酬の後払い）を
認めてもいいことになっている。報酬の後払いの対象としては、会社設立、株式発行、ストックオ
プションの付与、株式の管理、標準的な雇用関係書類の整備などの法務費用などに限定することが
一般的である。なお、支払い期限の延長については、一定金額を上回る資金調達が行われるか、契
約締結後 1 年間かどちらか早いタイミングまで、といった基準を設定することが多くなっている４）。 
 ③ その他 
スタートアップ企業に対して、ベンチャーキャピタルやエンジェルの紹介など資金調達の支援を
したり、必要に応じて会計事務所やコンサルタントなどを紹介することもある。また、2004年から
WSGR の Alumni Net Work を結成しており、OB や OG に対するセミナーの開催や最新の情報提供
を行うことによって彼らとの関係を強化し、クライアントの紹介を受けたり逆に Alumni を General 
Counsel（法担当役員）としてクライアントに紹介したりすることもある５）。 
さらに、1961年にクライアント企業に投資６）をする WM Investment Company を設立している。
現在は名称を変更し、WS（Wilson Sonsini の略称）Investment Company となっており、代表者は
パートナーである Mario Rosati 氏である８）。出資者は WSGR のパートナー全員と一部のアソシエ
イトであり、クライアントとなっている企業に対して、直接、あるいはベンチャーキャピタルファ
ンドを経由して間接的に投資を行っている。1 社に対する投資は、持株比率では 0 ～ 2 ％程度、投資
金額では25,000US$～50,000US$程度を基準にしている９）。 
 
 2 ．2 GCA Law Partners LLP 10） 
（ 1 ）オフィスの概要 
GCA Law Partners LLP は、北カリフォルニア地域の大手法律事務所においてパートナーなどの責
任のある立場で豊富な経験を積んできた弁護士が中心となって設立された法律事務所である。2010年
12月時点で約25人の弁護士が在籍しており、スタートアップ企業から大手の上場公開企業まで、幅広
いクライアントに対してサービスを提供している。具体的には、年金・報酬、会社法全般、企業法務と
証券関係、労働法、訴訟、不動産、技術・取引・売買・Ｅコマース・プライバシーなど幅広い分野に関
連する法務サービスの提供を行っている。 
（ 2 ）歴史 
GCA Law Partners LLP の設立は1988年である。今回のインタビューに対する回答者である中川リ
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リアン氏11）は2005年から、また島崎直樹氏12）は2009年からいずれもパートナーとして参画している。 
（ 3 ）スタートアップ企業や成長企業への支援体制 
 ① 提供しているサービスの内容 
一般に起業家は、会社の立ち上げ段階で会社設立13）や株式発行14）、また知的財産の会社への譲渡
などのためにまず弁護士に相談に行くことが多いため、弁護士が企業立ち上げ期のメンター的な立
場で重要な役割を担っていることが多い。また、会社の立ち上げ段階で、経営幹部や従業員の雇用
にあたって重要になるストックオプションの設計やその後の管理15）などを法律事務所が担当するこ
とも多い。また、VC やエンジェルなどからの資金調達16）にあたって、契約書の作成や交渉のアド
バイスなども担当する。その際、どの法律事務所あるいはどの弁護士が業務を担当しているかが、
VC やエンジェルからの信頼につながることもある。 
さらに、クライアントの業務の拡大に伴って、商品や製品の売買契約、取引契約、ライセンス契
約、雇用契約、リース契約、知的財産の特許出願などの契約書の作成をはじめとする法務業務も担
当していく。また、EXIT である IPO や M&A の段階で、デューデリジェンス、コンプライアンス、
SEC 向けの書類作成、投資家向けの諸手続きなどの面で支援も行っている。法律事務所としては、
この段階での業務報酬が非常に多額になるので、これらの業務を担当することを期待してスタート
アップ企業の支援をしている面もある。 
 ② 報酬体系 
スタートアップ企業に将来性があると判断した場合は、それらの企業に対する報酬の請求額を立
ち上げ時点から一定期間は低めに設定したり、資金調達のタイミングまで支払いを猶予することが
ある。また、GCA では行ってはいないが、2000年前後の IT バブルの頃は、一部のシリコンバレー
地域の法律事務所が報酬の対価として株式やストックオプションを受け取る例もあった。ただ、こ
のようなことはシリコンバレー以外の地域では従来からあまりおこなわれてはおらず、最近はシリ
コンバレー地域でも IPO や M&A によって EXIT に至らないと無報酬になってしまうので、法律事
務所は VC とは違うということであまり行われていないようである。また、法律事務所がクライアン
トの株式を保有することについては法務業務との間のコンフリクトという面で問題がある、という
見方もある。 
 ③ その他 
一部の法律事務所では、パートナーが中心となって投資ファンドを設立し、クライアントに投資
をすることもある。また、クライアントに対して、VC や戦略的パートナーを紹介することもある。 
 
 2 ．3 小括 
WSGR パロアルトオフィス、および GCA のいずれにも、スタートアップ企業および成長企業に関
する業務に精通し、その分野において経験豊富な弁護士がかなり所属しており、彼らが、スタートアッ
プ企業の設立段階を中心にメンター的な立場で法務業務をはじめとするいろいろな相談に乗るなど、大
きな役割を果たしている。さらに大手法律事務所である WSGR はクライアントに対して、テクノロジ
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ー業界に関連する法律改正や資金調達の状況などをはじめとする情報提供も活発に行っている。 
また、報酬については、将来性があると判断した場合は、一定期間のディスカウントや資金調達まで
の支払い猶予などかなり柔軟に対応している。これは、一般に高額となる EXIT 段階での IPO や
M&A に関する報酬を期待している面もあるが、弁護士もクライアントが成功した場合にリターンを得
られるというインセンティブにもなっている。 
さらに、弁護士自らのネットワークを使って、VC やエンジェル、また戦略的パートナーや各種専門
家をスタートアップ企業に紹介することもある。また WSGR は Alumni 組織を作り、クライアントの
紹介を受けたり、Alumni を General Counsel としてクライアントに紹介したりしている。 
また、WSGR は、パートナーを中心メンバーとした投資会社を作り、クライアントに対して少額の
投資を行い、関係を強化するとともに成功した場合にインセンティブを得る仕組みも構築している。 
 
 3 ．会計事務所の支援状況 
 4 大会計事務所の中から、Ernst & Young の San Jose オフィスと PricewaterhouseCoopers の San 
Francisco & San Jose オフィスを選択し、その活動状況をインタビューと文献調査をもとにまとめて
いく。 
 
 3 ．1 Ernst & Young（以下 EY と略称で記載する。）San Jose オフィス17） 
（ 1 ）オフィスの概要 
サンノゼオフィスには CPA と間接部門を含めて約650名が在籍しており、クライアントの中心は
Apple や Google をはじめとするテクノロジー関連企業である。サンノゼオフィスは、サンフランシス
コオフィス（約700名、金融・不動産業界のクライアントが中心）、パロアルトオフィス（約170名、バ
イオテクノロジー分野のクライアントが中心）と一体になってベイエリアグループを構成しており、ベ
イエリアグループがカリフォルニアとその周辺から構成されている米国ウエスト地域の中で最も大きく、
またその中でサンノゼオフィスが地理的にもちょうど中心地にあるため、米国ウエスト地域の EY の本
部となっている。また、テクノロジー分野の担当者は全世界で10,000名以上いるが、そのうちシリコ
ンバレー地域に1,000名以上が所属している18）。 
（ 2 ）歴史 
EY の母体となった Ernst & Ernst は1903年にオハイオ州クリーブランドにおいて、また Arthur 
Young は1895年にカンザスシティにおいてそれぞれ設立されている。その後1979年に Ernst & Ernst
が合併によって Ernst & Whinney となり、さらに1989年に Arthur Young と合併して EY が設立され
ている。もともとベンチャー企業の支援に積極的で、テクノロジー関連企業に強かったのは Arthur 
Young である。1960年代の初期に、Arthur Young は Logan & Frazier との合併によりサンノゼオフ
ィスを開設しこの地域に進出している。1960年代から70年代にかけて、テクノロジー関連企業をクラ
イアントにすることを重視し、1960年代後半には、初期の半導体企業をクライアントにし、1970年代
の初めには、初期のコンピューターとバイオテックの企業をクライアントにしている。 
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（ 3 ）スタートアップ企業や成長企業への支援体制 
 ① 提供しているサービスの内容 
提供しているサービスの内容は、監査、税務、内部監査、SOX 法への対応、その他アドバイザリ
ーサービスなど、EY の他のオフィスや他の大手会計事務所と比較して大きな違いはない。ただ、
EY のテクノロジー業界に関連するグローバルな組織の本部である Global Technology Center がサ
ンノゼオフィスにあり、テクノロジー業界の企業に関する新しい事象などに対する会計処理の指針
の提示、テクノロジー業界の動向、あるいは M&A の動向などの発表を行っている。このセンターと
サンノゼオフィスの CPA との連携も活発に行われており、センターの成果がフィードバックされや
すい状況になっている。また、ビジネスや技術についてのフォーラムなども開催している。 
 ② 報酬体系 
EY の報酬体系をもとにクライアントに対して請求することが通常である。 
 ③ その他 
San Jose オフィスとして、シリコンバレー地域での人のネットワーク構築をかなり奨励している。
一定のポジションの方と定期的にコンタクトを取るように、という方針のもとで、ランチや勉強会
への出席を促している。さらに、EY の OB 会も組織されており、EY が主催するパーティーなども
あり、シリコンバレー地域のいろいろなベンチャー企業のコントローラーや CFO として活躍してい
る OB とのネットワークも構築されている。なお、シリコンバレー地域には長期間継続して住むこ
とを希望する人が多いこともあり、クライアントの担当者や OB が転職する場合でも、シリコンバ
レー地域内の類似企業に行く場合が多く、結果として密なネットワークが出来上がっている。その
結果として、長期的な関係の中で信頼関係も構築されており、会計事務所や担当者の能力、サービ
スの内容にも精通している人が多くなっている。また、クライアントのニーズに合わせて、いろい
ろな分野のコンサルタントなどを、会計事務所としての独立性を害しない範囲で紹介をすることも
ある。 
さらに、EY は約20年前から、グローバルな賞として Ernst & Young Entrepreneur Of The Year 
® Award を設定し、毎年モンテカルロで表彰を行っている。この賞に対する San Jose 地域での関心
も比較的高くなっている。 
 
 3 ．2 PricewaterhouseCoopers（以下 PWC と記載する。） San Francisco & San Jose オフィス19） 
（ 1 ）オフィスの概要 
San Francisco オフィスと San Jose オフィスには、それぞれ間接部門まで入れて約1,000名が在籍し
ている。San Francisco オフィスは、Financial Service（金融業界担当）、EPS（一般消費者向けのエ
ンターテイメントなどの担当）、TICE（テクノロジー企業担当）、PCS（非公開企業担当）、Other（シ
ステムや M&A などのコンサルティング担当）に分かれており、そのうち最初の4部門では、監査と税
務の業務を担当している。San Jose オフィスは TICE 部門が中心となっており、主なクライアントと
して Yahoo や Cisco Systems などがある。スタートアップ企業やベンチャーキャピタルについては、
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主に San Jose オフィスが担当しているが、クライアントとの人間関係の強さによって San Francisco
オフィスが担当することもある。 
（ 2 ）歴史 
PWC の母体となった Price Waterhouse は1850年に英国ロンドンにおいて設立され、1890年にニュ
ーヨークオフィスを開設して米国へ本格的に進出し規模拡大を図ってきた。一方でもう一つの母体であ
る Coopers は、Lybrand, Ross Bros. & Montgomery として1898年にペンシルバニア州フィラデルフ
ィアにおいて設立され、1957年に英国の会計事務所である Coopers Bros. &Co., と合併し Coopers & 
Lybrand International となっている。その後1998年に両社が合併して PricewaterhouseCoopers が設
立されている。サンフランシスコオフィスは、Lybrand, Ross Bros. & Montgomery が1924年に Klink, 
Bean & Co., との合併に伴って開設している20）。 
（ 3 ）スタートアップ企業や成長企業への支援体制 
 ① 提供しているサービスの内容 
提供しているサービスの内容は、監査、税務をはじめ PWC の他のオフィスや他の大手会計事務所
と比較して大きな違いはない。ただ、スタートアップ企業・成長企業においては、原価計算システ
ムを含めたコントロールのインフラを作るための支援が中心となることが多い。さらに、テクノロ
ジー企業の担当部門に所属するメンバーがチームで対応しているので、より専門性が高い適切なア
ドバイスができる可能性が高いと考えている。また、IPO へのプロセスでの重要なポイントや、最
新の会計・税務面の動向などの情報も提供している。 
 ② 報酬体系 
PWC の報酬体系をもとにクライアントに対して請求することが通常であるが、サンノゼオフィス
では、2010年からクライアントを選別したうえで、一定期間報酬を低くして支援するような ESS
（Emerging Supporting Service ）というスタートアップ企業を支援する仕組みを立ち上げている。 
 ③ その他 
退職した CPA とのネットワークを構築し保持する仕組みもあり、そのネットワークなどをもとに
CFO やコントローラーの候補者などをクライアントに紹介することもある。また、いろいろな分野
のコンサルタントについても、担当のパートナーが個人的なネットワークの中で、クライアントの
ニーズに合わせて、会計事務所としての独立性を害しない範囲で紹介をすることもある。 
 
 3 ．3 小括 
EY の San Jose オフィス、また PWC の San Francisco & San Jose オフィスのいずれにも、テクノ
ロジー企業を専門に担当する CPA が数多く所属しており、クライアントに対して、新しい会計処理や
税務の動向などをはじめとする情報提供も活発に行っている。中でも EY はテクノロジー企業のグロー
バルな組織の本部を San Jose オフィスの中に設置して、その組織とクライアントに対応する CPA が
連携することによって、レベルの高いサービスを提供している。 
また、報酬については、これまではスタートアップ企業や成長期の企業に対して特別な対応をするこ
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とはなかったようであるが、PWC が、特定のスタートアップ企業に対して一定期間報酬を抑えて支援
するといった ESS という仕組みを採用し始めている。 
さらに、以前在籍していた CPA や企業内の会計担当者とも密接な関係が構築されており、彼らの転
職や彼らをスタートアップ企業などへ会計担当者として紹介することによって、会計事務所を中心に経
験豊富な会計専門家および担当者の幅広いネットワークが出来上がっており、スタートアップ企業や成
長企業が一定水準の会計管理業務を行うための人的インフラが構築されている。また、独立性を害しな
い範囲で、他の分野のコンサルタントなどの紹介も行っている。 
 
 4 ．まとめ 
本論文では、シリコンバレー地域における法律・会計専門家のスタートアップ企業および成長企業に
対する支援状況について、インタビューと文献研究をもとにまとめてきた。その結果をもとにすると、
以下の 3 つの特徴的な点を抽出することができる。 
まず 1 つめは、スタートアップ企業および成長期の企業の支援について経験が豊富で業務に精通し
ている会計・法律専門家が数多くおり、またその支援を積極的におこなっていることである。積極的に
取り組んでいる背景には、法律事務所では成功した場合の EXIT 段階における IPO・M&A 関連業務の
報酬の大きさ、また会計事務所では将来の大きなクライアント候補の確保というインセンティブがその
ベースにあると考えられるが、この専門家の支援に対するインセンティブシステムが好循環を生み出し
ているとも考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１ シリコンバレー地域における法律・会計専門家の 
   スタートアップ企業および成長企業への支援状況 
 
 2 つ目は報酬について法律事務所を中心にかなり柔軟に対応している点である。法律事務所では、
将来性があると判断したクライアントに対して、一定期間の報酬のディスカウントや資金調達までの支
払い猶予などをかなり柔軟に適用している。一方で会計事務所は今回インタビューした先がいずれも大
─   ─ 39
手会計事務所であり、また会計事務所は基本的にインセンティブ報酬をもらうことが難しいため、報酬
について柔軟に対応してはいないようである。ただ PWC では、将来性のあるクライアントに対しては
一定期間報酬を安くするような仕組みを採用し始めている。 
 3 つ目は、シリコンバレー地域内での同じ専門分野内、あるいは分野を超えた専門家の密接なネッ
トワークをもとに、クライアントに対して、法律事務所は法務担当者、VC、エンジェル、他の専門家
の紹介、会計事務所は会計担当者あるいは他の専門家などの紹介を、それぞれ積極的に行っていること
である。特に法律事務所は、会社の設立段階からメンターのような立場で専門分野を超えてきめ細かい
支援を行っている。なお、法律事務所の中には、今回の調査の対象となった WSGR のように、パート
ナーを中心にクライアントの株式を購入する投資ファンドを立ち上げている事例もある。これについて
は、法務業務との間でのコンフリクトの問題など一部批判もあるようであるが、一定の基準を設定する
など通常はあまり多額の投資にならないようにしていること、クライアントとの密接な関係を保持する
ことができ支援にもなると考えられること、さらにクライアントサイドに立ったより良いサービスを提
供するインセンティブにもつながること、といった点を考慮すると、著者は全体としてはメリットのほ
うが大きいのではないかと考えている。 
このように、シリコンバレーにおいては、法律・会計専門家がいろいろな面からスタートアップ企業
および成長企業を支援する仕組みが存在している。日本においても類似した状況は存在しているようで
はあるが、シリコンバレーという一定の地域に、能力の高い専門家が集積し、分野を超えた密接な専門
家ネットワークを構築しながら支援をしている点、事業の立ち上げ段階で弁護士がかなり重要な役割を
果たしている点が日本との違いのように考えられる。ただ、今回の研究は、インタビューおよび文献調
査の対象が限られていること、また米国のその他の地域、日本、あるいは欧州アジア地域における支援
状況との比較が行われていないことから、必ずしも十分な結論がでているとは言い難い。今後、さらに
シリコンバレー地域における調査対象を拡大し、また日本や他の地域における法律・会計専門家の支援
状況を調査し、その結果と比較することによって、このテーマに関する調査研究を継続していきたいと
考えている。 
 
注記： 
 1 ）Wilson Sonsini Goodrich & Rosati の Palo Alto オフィスの状況については、2010年12月 8 日午後12時10分か
ら 1 時20分にかけて同 Palo Alto オフィスにおいて行われたパートナーの多久洋一郎氏とのインタビュー、ま
た2010年12月27日午後17時30分から18時にかけて同氏との間で行われた電話インタビューおよび文献調査の
結果に基づいている。 
 2 ）2010年の FTI コンサルティングサーベイによる企業向け法律事務所のランキングでは、WSGR は全米で17位
にランクされている。 
 3 ）WSGR のホームページ（2010年12月10日現在）には、US 企業の IPO に対する助言数、テクノロジー企業の
M&A 案件の助言数、代表訴訟に対する企業側の代理人担当数の面でいずれもトップであると掲載されている。 
 4 ）www.docstoc.com に掲載されている WSGR の Form of Engagement letter のサンプルには、代理人としての
契約が終了した場合や会社売却のようなケースではただちに支払ってもらうことになっており、支払われない
場合は5,000US$以上の金額は新たに条件を設定して請求し、それでも難しい場合には貸し倒れ処理すると記載
されている。 
 5 ）WSGR の Alumni Network には、2010年12月10日時点では約1,750名の登録者がいる。 
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 6 ）法律事務所がクライアントの株式を保有した事例としては、2003年 1 月に破綻した Brobeck Phleger & 
Harrison（サンフランシスコが元々の拠点であり、WSGR の以前の競合事務所の 1 つ。） の事例がある。当事
務所は1926年に設立され、Wells Fargo など優良クライアントをいくつも抱えていたが、1990年代後半から
Cisco Systems をはじめとするハイテク企業の業務にフォーカスし、収益の急速な拡大に合わせて弁護士数や
オフィス、TV 広告などの経費を急拡大させた結果、IT バブル 7 ）の崩壊によって収益が急速に減少し、破綻
してしまった。その拡大時期に、ハイテク企業から現金報酬の代わりに株式を受け取ることが多く、IT バブル
崩壊によってそれらの価値がほとんどなくなってしまい、これが破綻の要因の 1 つになったとも言われている。 
 7 ）IT バブルの時期に、Technology-heavy NASDAQ Index は、2000年 3 月10日に5,132.52US$の最高値をつけ、
約 2 年半後の2002年10月10日には1,108.49US$と約 5 分の 1 まで暴落している。 
 8 ）Rosati 氏は「株式保有が法律上のアドバイスや判断に影響を与えるかもしれないという見方をさけるために、
意識して株式保有は少額にとどめている」と述べているが、一方で少額であっても、法律事務所のクライアン
トに対する投資は弁護士とクライアントの関係をゆがめるという批判もある。（Neidorf, 1999） 
 9 ）過去 IPO 前の Google にも投資し、かなりのリターンが出たこともあるとのことである。 
10）GCA およびシリコンバレー地域の弁護士の活動状況については、2010年12月16日午後 2 時から 3 時10分にか
けて、マウンテンビューの GCA 社のオフィスで行われた、当事務所のパートナーである中川リリアン氏と島崎
直樹氏とのインタビューおよび同社のパンフレットの内容に基づいている。 
11）中川リリアン弁護士は、サンフランシスコの大手法律事務所を経て、2005年に GCA のパートナーとなった。
企業法務が専門であり、企業組織、資金調達、M&A、取引関係、技術契約、などを専門にしている。 
12）島崎直樹弁護士は、Morrison & Foerster LLP（2008年時点での所属弁護士数は約1,100名）のパロアルトオフ
ィスのパートナーなどを経て、2009年に GCA のパートナーとなった。VC 関連の資金調達や、M&A、クロス
ボーダー投資、合弁、戦略的提携などが専門である。日本企業の米国法人やスタートアップ企業などに対する
業務を比較的中心に担当している。 
13）カリフォルニア州では、会社の設立は現金出資とともに知的資本などの現物出資でも可能であり、最低資本金
の制度もなく、かなり自由度が高くなっているとのことである。 
14）株式発行の際には、通常創業者メンバーは普通株式を保有し、VC やエンジェルなどの投資家は優先株式を保有
する。このうち、創業者メンバーが保有する普通株式は、Restricted Stock、つまり会社を退職した場合には会
社に株式を売却しなければならないという条件がついている株式として発行されることが多い。なお、退職時
に会社に対して売却しなければいけない株式数は、勤務年数が経過するにしたがって減少することが一般的で
あり、通常は 4 年で売却義務がなくなることが多いとのことである。なお、このような創業メンバーの株式保
有については、会社が成功した場合に途中で退職したメンバーとの間でトラブルになることが多く、Google に
買収された You-Tube や Facebook などでも訴訟問題に発展している。 
15）ストックオプションは、設立後 2 から 3 年程度経過すると、数回にわたるストックオプションの発行や退職者
からの権利の買い戻しなどによって、その時点で誰がどの程度の権利を保有しているかといった情報を集計す
ることが非常に難しくなる。一方で VC やエンジェルが投資する際には、必ずストックオプションについての
情報が求められる。そのため、会社設立から一定期間は、その管理集計業務を弁護士事務所などに依頼し、会
社が一定規模以上になった段階で、会社側が専門家を雇用して自ら管理をすることが多い。なお、この業務は
専門家でないと難しい面があり、法律事務所が担当する場合も専門家を雇用することが一般的とのことである。 
16）VC やエンジェルなどから優先株式を発行して資金調達をする場合には、会社側の発行手数料が US$20,000か
ら30,000、投資家側の手数料が US$10,000から20,000程度は必要となることが多く、投資家側の手数料も通常
は会社側が負担することになっているので、結果として合計で US$30,000から50,000程度の負担が発生するこ
とが多い。したがって、最低でも US$1,000,000程度の資金調達を行わないとあまり意味がないとのことである。 
17）Ernst & Young San Jose オフィスの状況については、2010年11月12日 AM11時から12時30分にかけて同 San 
Jose オフィスにおいて行われた三木拓人氏とのインタビューおよび文献調査に基づいている。 
18）Ernst & Young 以外の 4 大会計事務所に所属する CPA の話によると、Ernst & Young はシリコンバレー地域
への進出が早かったこともあり、この地域の有名企業の半分程度をクライアントにしている、とのことである。 
19）PricewaterhouseCoopers の San Francisco & San Jose オフィスの状況については、2010年11月 1 日 AM14時
から15時30分にかけて同 San Francisco オフィスにおいて行われた小野田勝氏とのインタビューおよび文献調
査に基づいている。 
20）サンフランシスコオフィスの開設時期は文献からの情報に基づいており、インタビューの中では確認できては
いない。また、サンノゼオフィスの開設時期も確認できなかった。 
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